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　訪問介護業界の最大手であるコムスンとその親会社のグッドウィルによる事業所指定の不正取得、介護報酬の不正請求、処分逃れの廃業届けなど、度重なる不正行為は、著しい社会的責任の欠如と同時に、組織ぐるみで介護保険制度を食い物にする悪質な行為であり、厳しく処断されるべきである。

厚労省は当初、「系列企業への全事業所の一括譲渡」という方針に対し、｢譲渡そのものは違法ではない｣という見解だったが、世論の批判によって「凍結指導」へと変わった。その結果、最終的にグッドウィルは介護事業から全面撤退することになったが、当然である。
しかし、今回の問題は、単にコムスンとグッドゥイルの撤退、同業の大手介護企業への事業譲渡ですまされることではない。介護保険制度の在り方、介護に働く人材の養成･確保、民間企業の参入の是非等々について、多くの国民が抱える深刻な介護問題と改善要求に真摯に耳を傾け、次の点を中心に国の責任を改めて問い直し、抜本的な改善を検討すべきである。
その一つは、民間企業の参入に対する規制の見直しである。私たちは、本来、公的責任で行なわれるべき高齢者福祉を「介護サービス市場」として民間企業に開放するところに介護保険制度の大きな目的があるとみているが、規制緩和を至上とする構造改革の中で、無原則的な営利企業の参入が加速された。訪問介護や認知症グループホーム事業においては、既に営利企業が社会福祉法人等の非営利団体を凌駕している。介護保険制度の実施以降、460箇所ほどの指定取消処分があるが、その内3分の2以上が営利企業であり、コムスンが行なってきた「処分前廃業」等の脱法的行為も加えればより多く件数に上ると思われる。これらは、介護･福祉分野への営利企業参入の是非を根本から問い直すべきことを示しており、指定申請･経営･運営等に関る規制の強化を早急に図るべきである。
二つ目は、介護サービスの提供にとって不可欠な課題である人材の確保である。今回のコムスンの事例においても、欠員が埋まらないまま退職した職員の名前を使うなど人材確保問題が絡んでいる。東京都から不正請求を摘発された文京区のK特別養護老人ホームも、夜勤職員の人数が確保できず、ボランティアとして受け入れていたフィリピン人１人を夜間勤務に繰り入れ、介護報酬を請求していたという。ここにも人手不足が背景にある。
介護報酬が相次いで引き下げられ、介護現場では賃金の引下げや凍結、不払い残業等が常態化し、ゆとりを持って働き続けられる労働環境は皆無である。その結果、職員の離職率は他の産業と比しても著しく高い。しかも、新たな職員募集をかけても応募すらもない、という状況が広がっている。
介護の仕事が人材に負う仕事である以上、人材確保のための具体的で実効性のある対策が求められている。現在、「福祉人材確保基本指針」の見直し検討が社会保障審議会福祉部会で行なわれているが、委員各位からは「人材確保にとっては賃上げ･労働条件の引き上げが決定的」という異口同音の指摘がある。ところが厚労省が示した「見直し案の骨格」では、具体的な賃金の水準、基準等についての表現を意図的に排除するものとなっている。その理由として、「多様な経営主体が参入しており、一律の基準化はできない」「賃金等は労使問題だ」等と言っているが、無責任極まりない対応である。
不正請求の根を絶つためにも、介護保険制度の抜本的な改善、とりわけ介護報酬の引き上げがそのまま利用料の値上げに直結する制度の見直し、国･自治体の財政負担の強化、人材確保のための財源の保障と共にその使い方についての適正な規制を行なうことが求められており、私たちはそのための運動を引き続き強化していく決意である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
